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JRIT investigated the project effect of Shinkansen/conventional railway through-operation project and wrestled with 

construction of the measurement technique to be able to express the effect of this project. At first we built the demand 

prediction model that reflected lhe transfer condition of the station to bring size of the transfer resistance of the station close to 

the real situation more.Another one point built technique to measure a local image enhancement effect along the line with 

CVM as one of lhe social economic effect and performed an advantage measurement 
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1.はじめに

新幹線と在来線の直通迎転は、山形 ・秋田新幹線で見

られるように、所要時間の短縮や乗換解梢に伴う利便性

向上などにより、地域の活性化に大きな効果をもたらし、

開業から現在まで堅調な利用が続いている。そして、こ

れらの実紹が、新在直通運転化の期待をi占めている。

鉄追 ・運輸機構では、平成 1J年度から新在直通迎転化

事業調査を行っており、術嬰予測モデルの構築や、新在

直通迎転化の社会経済効果分析手法の検討として、 CV

M （仮想市場法）を用いて沿線の地域イメージアップ効

果等を計測する手法など、事業評価手法の検討を行って

きた。平成 19~20年度にかけて、新在直通運転化事業調

査として、フリーゲージトレインの導入に向けた深度化

調究を実施した。この中で駅の乗換利便性を評価できる

甜要予測モデルの構築や、調杏路線においてフリ ーゲー

ジトレイン導入効果として地域イメージアップ効果等を

考應した社会経済効果分析手法の検討を行った。

本稿では、新在直通運転化事業の評価手法として、術

要予測モデルの改良と地域イ メージアップ効果等の計測

手法の 2点について紹介する。

2.乗換利便性を考慮した需要予測モデルの構築

(1)モデル構築の考え方

術要予測モデルの構造は、「発生砧モデル」、「目的地選

択モデル」、「機関選択モデル」、「鉄追経路選択モデル」

の 4段階からなる 4段階推定法を碁本とし、鉄道経路選

択モデルのサプモデルとして「端末交通機関選択モデル」

が追加されている。また、各モデルから符出されるアク

セシピリティ指標が上位のモデルに持ち上がる構造とな

っている。

今回は、乗換条件を反映したモデル構築を行うために、

新幹線と在来級等列車の乗換利便性について、乗換駅利

用者慈識調査アンケートで褐られた SPデータ（仮想デ

ータ）を使II1してモデル構築を行った。

仮想アンケー トでは、図 1のようにどちらの列車を選

択するか仮想質問を行い、選択の分岐点を調ぺた。

（質問例）同・ホーム乗り換えが可能となる代わりに、目

的地到府が 5分、10分、 15分、 20分、30分遅くなる場

合、どちらの列車を選択しますか？

本駅（アンケート配布駅）
〇 ~I I I I I I 

最初の乗車駅 ［ 以 字 十 ＿ 9：…… ••E三三き

く列車①＞

〇 江

本駅（アンケート配布駅）

棗初の乗車駅 「―： 亨V 乗降杢ーム

く列車②＞

：今回と同じ経
，路を歩いて、., 
：同じ列車に乗
＇り換えます。

最後の降車駅

降りだ列車と同一和ムに（亭まっている ＇， 最後の降車駅
列車に乗り換えます。ただし、目的地
に曰く時刻は列車①より5~30分遅 ：

1 くなります。

図 l アンケート仮想質問例

従来の鉄道経路選択モデルは、鉄道利用者が、 2地点

間の経路群 (2経路）か ら利用経路を選択することを表

現する非渠計ロジットモデルであり、モデル全体は、平

成 12年幹線旅客純流動調査によるトリップデータを基

礎とし、実際に利用した経路、及び当該OD間でほかに

考えられる経路の所要時間、11月1、乗換回数、連行頻度

呼のデータからモデルを構築したものである。このデー

タはRPデータ（実行動データ）であるため信頼性は比j

いが、同一ホーム乗換や、乗換移動距離の違い等の乗換

に関する細かいニーズをモデル化することができていな

かった。 •方、本ア ンケー トにおける SP データは、乗

換状況の異なるサンプルであるが、仮想データのため結
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果にバイアスがかかる可能性があるため、この両データ

を一体化して両者の特性を活かしたモデルを構築するこ

ととした。

パラメータの推定は、第1段階でSPデータによるパ

ラメータ推定、第 2段階でRPデータによるパラメータ

推定、そして第 3段階で両者を合わせた最終的なパラメ

ータ推定を行う段階推定とした。

(2) SPデータによる需要予測モデル

パラメータ推定の第 1段階として、各種説明変数を組

み合わせた SPデータ（仮想データ）によるモデルパラ

メータの推計結果を表 1に示す。

表 1 S Pデータによるモデルパラメータ

(3) RPデータによる需要予測モデル

次に、第 2段階のRPデータによるモデルでは、説明

変数のうち幹線時間、幹線費用、乗換上下移動、乗換水

平移動がSPモデルと共通になるため、この項目につい

てSPモデルのパラメータを用いた効用値を変数として

モデルを構築した（表 2)。

表 2 RPデータによるモデルパラメータ

記号 単位
亘 玲 看且＊・ 私用

II•うメータ T捻 存？佃 I¥゚ぅメータ T検 存 値 J\•うメータ T捻 官 値

時端平間末移・費ア動変ク用のセ数効シ・上ピ用リ下値テ水ィ
0.27462 7 33 0.20837 9.54 0.21977 9 38 

LS 
0.99583 6 93 0.70340 8.83 0.72652 8 79 

ぃサ桁乗尤的運ン換ブ度行中回ル比幸本数数数1

N 回 -0.88277 -3 29 -0.74226 -4.2 -0.81327 -4 24 

K 本 2.17595 417 I 53872 5.91 I 01379 4 64 
1,406 1,903 2,269 
0.365 0.377 0.272 

73.1 71 3 66 1 

(4) SP • RPデータを一体化した需要予測モデル

第 3段階としては、 RPデータによるモデルの、効用

値にかかるパラメータから、スケールド SPデータを作

成し、 RPデータと SPデータを一体化することによっ

て最終的な鉄道経路選択モデルのパラメータ推定を行っ

た（表 3)。

表 3 一体化したモテルパラメータ

記号 単位
羊 玲 詈 *• 私用

パうメータ T瑶宕’価 II゚ぅメータ T検宗佃 II•うメーク T祖官佃

軒森時rs， T 分 -0.04317 -16 73 -0.03266 -13.54 -0.03458 -12.54 

幹線費用 c 円 -0.00057 -13 67 -0.00047 -10.98 -0.00053 -9 92 
端末アクセシピリティ変男 LS 0.99499 8 30 0.71675 10.01 0.72405 9 71 

乗換回数 N 
嬰

-0.88163 -3. 45 -o. 77929 -4.54 -0. 78529 -4 1 0 

K 2.13111 4.08 1.54305 5 85 0.90823 4. 1 0 

N 段 -0.00231 -6 56 -0.00253 -6 29 -0.00171 -372 

N m -0.00240 -7 74 -0.00172 -5 00 -0.00253 -6 00 
2.878 2,567 2,819 

0.32 0.361 0.288 
75 8 73.6 68 5 
75.7 69.5 65 2 
20.4 23.9 227 

4.3 62 4.0 

5.6 53 73 

(5)モデルの妥当性の検証

構築したモデルパラメータの妥当性について、既存の

論文等 1) をもとに検証した。都市間交通の交通時間価値

の平均値は 76.4円／分となっており、観光・その他目的

に比べて業務目的の時間価値が高いと分析されている。

今回構築したモデルにおいても同様の傾向となっている。

乗換の効果については、これまでの調査において、乗

換 1回は所要時間 30分と同等であると いう知見が得ら

れている。新幹線と在来線の標準的な乗換駅は水平移動

距離として lOOm、上下移動に階段 80段を要するのが標

準的な構造であるが、今回のモデルにおいても、乗換回

数、乗換上下移動、乗換水平移動の価値を時間に換算し

て合計したところ、概ね 30分程度という結果になってい

る。また、過年度調査におけるモデルパラメータの時間

価値、乗換価値等は今回のモデルと同様の傾向を示して

いることを確認した。

以上が乗換利便性を考慮した鉄道経路選択モデルの改

良であるが、需要予測モデル全体は平成 17年幹線旅客純

流動調査を用いて再構築したものである。

なお、 モデルの妥当性について、新在直通運転が行わ

れている山形・秋田新幹線においてその再現性について

検討を行った。

図 2が、平成 17年における山形新幹線・秋田新幹線の

断面交通量を推計し、実績値と比較したものであるが、

福島～米沢間、盛岡～田沢湖間のいずれも実績値との差

異は 5％前後となっており、おおむね再現性は確保でき

たと考えている。
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福島ー米沢 盛岡ー田沢湖

図 2 断面交通量の現況再現結果

今回構築したモデルより、以下の知見が得られた。

① 鉄道相互の乗換回数が 1回減少する効果は、旅行目

的及び乗換駅の構造等によって異なるが、鉄道乗車

時間が 30分～35分短縮される効果と同程度である。

② このうち乗換駅の乗換利便性の評価として、標準的

な駅構造の乗換上下移動の解消効果は、旅行目的に

よって異なるが鉄道乗車時間が 5分程度短縮される

効果と同程度である。 また、乗換水平移動が解消す

る効果は、同様に鉄道乗車時間が 6分程度短縮され

る効果と同程度である。

3. 地域イメージアッブ効果の計測

現在、鉄道プロジェクトの事業評価は、 「鉄道プロジェ

クトの評価マニュアル 2005」に基づいて行っているが、

これまでの新在直通運転化事業の便益は、定量的に計上

できる利用者便益、供給者便益、環境改善等便益を計上

してきた。山形・秋田新幹線開業後に実施した調査の中

で、新在直通運転の効果のひとつとして、山形新幹線利

用者へのアンケートにおいて、 80％が「山形県のイメー

ジが良くなった」と回答があり、地域イメージアップ効

果があることが確認された。

新在直通運転化事業の検討に当たっては、費用対効果

分析等による事業の適切な評価が必要であり、時間短縮

効果等の利用者便益のみならず、他の社会経済効果につ

いても、できるだけ定量的に把握し、評価の枠組みの中
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に加えられるよう検討を行い、地域イメージアッ プ効果

等の計測手法を構築した。

(1)計測対象の明確化と計測手法の検討

新規整備路線における地域イメージアップ効果等を経

済評価する方法として、非利用価値を含むあらゆる財の

価値計測が可能であり、比較的多くの事例がある CVM

を採用し、基本的に対象路線の沿線地域において整備前

の段階でアンケー ト調査を実施し、事業に対する支払意

思額を調査 した。

まず、本調査で対象とする地域イ メージアップ効果等

が、効果の体系や効果の価値分類の既存文献等の中でど

のように位骰付けられているかについて把握し、図 3の

とおり整理した。

地域イメージアップ効果を計測するにあたり 、利用者

便益との重複を排除することに留意し、図 3 （囲み内）

における「間接利用効果、オプション効果、 代位効果、

遺贈効果、地域イメージアップ効果」を計測対象とし、

これらを 「地域イメージアップ効果等」とした。

く事婁効景＞ ＜詫設効果＞

敦胄効景
量臼効景

所得膏分配効景

/ii’"只幼景
｀墳へのインパクト

14M費用の節約
快遍11の内上．＊

"!I!t1の増大

＂豆の 増大

1オブション効景）いつでt"111できるという ； 

n怜惑•安心懇 9 

各IIサービスの享更繍会 • 
増加：”する潟足S

IIt位効!I) ”人ゃ殷など飽行が＂用
できること1こ”する渦足感

（遺11効景） 13東直代が".1!1できること ； 
に対する潟足感 ： 

手（詑這イメージ 地填の知名虞知：nする i 
：アップ幼景） 潟足感l 虹住艮としての19らしさの • 

向上........................、......
国土・墨市骨 国土のmltiある舟愚
格形成幼景）

(II済効景） 企婁・店“導の立地Q這
鰻光e婁専の長履

置用の増”

（土迫HIll効景）資霞“纏の鸞化

駅層辺の土地"/11の賓化

（その他効景） 駅合の1Ji改鸞によるシンポル
t1の内上
駅約広場11鑽1こ9ける潟足感

II墳n術のほ葦

図 3 新在直通運転化の効果体系と地域イメ ージアッ

プ効果等の位爵付け

なお、 CVMは、沿線住民が整備後のイメージを認識し

にくい可能性があることや、仮想的とは言え、整備に対

する負担金を回答者に質問するため、回答者に意図しな

い誤解を与える可能性がある。したがって事業環境によ

っては、アンケー トの実施が困難な場合もあると予想さ

れる。

したがって、ここでは、必ずしも新規整備路線の沿線

地域におけるアンケートによらずとも、地域イメージア

ップ効果等が計測可能な方法についても検討を行うこと

とし、山形新幹線や秋田新幹線のように、すでに直通運

転化が実現している地域で得られた支払意思額（効果原

単位）を、新規整備路線の効果計測に活用するという、

効果原単位の他の地域への活用（地域移転）に向けた検

討を行った。

CVMのアンケー トにおいては、まず支払意思額の総額

をたずね、そのうえで、 利用者便益と重複する部分とそ

うでない地域イメージアップ効果等に相当する部分等の

構成比をたずねた。

1)支払心
に影響を与え
る要因の分析

表 4 分析項目及び分析方法

の沿線市町村間の
（クロスセクション分析）により、
・交通利便性の現況
・観光資源
などの要因の影響を分析

•世帯特性については、世帯特性別に支払意
思額を集計することにより、
•利用頻度
・年収
などの要因の影響を分析

2)接続先となる ・山形新幹線と秋田新幹線との路線別の市町

こ｀｀戸響塁9虞□臼る影響の分析 が生じるのかを確認
・山形・秋田新幹線と、大阪に接続する在来
特急の走行する路線との路線別の市町村間
比較（クロスセクション分析）により、接続先が
東京と大阪による効果の違いを確認

□盟］口雰姦咬竺璧闘緊団よ畠
法の分析 の設定方法を検討

(2)影響要因の分析

得られたアンケート結果をもとに、支払意思額に影響

を与える要因の分析を行った。要因として 9つの仮説を

立て分析したが、相関関係が明らかになったのは表 5の

4点である。

表 5 支払意思額の影響要因 （相関関係が見られたもの）

芦
10回以上）世帯に

大きな効果が現れるが、利用頻度のあま
り多くない（年間10回未満）世帯にも効
果は窮められる。

霜 孟 叶閲雰オーダーで距離減衰傾向が認めら

(3)効果の試算

秋田新幹線、 山形新幹線及び智頭急行について、「地域

イメージアップ効果等」「支払意思額総額」を試算した。

試算にあたって、まず秋田新幹線の結果をもとに集計

範囲について検討した。その上で集計世帯数を設定し、

支払意思額に乗じることにより 、効果の試算を行った。

まず、沿線の集計範囲について検討を行った。

秋田新幹線整備に対する支払意思額総額は、沿線市町

村で高く、世帯あた り5,000~8,000円／年程度となってい

る。一方、沿線外市町村では支払意思額が低く、世帯あ

たり 3,000~4,000円／年程度となっており、支払意思額総

額は、 100kmオーダーで見ると、ある程度の距離減衰傾

向が認められた。

そこで、受動的価値向上効果（地域イメージアップ効

果等）に対する支払意思額の影響範囲を見るため、各市

町村の駅までの距離と支払意思額との関係を確認した結

果、距離滅哀傾向が確認された。

また、距離減衰傾向の顕著な指標として、世帯の年問
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延べ利用回数について検討したところ、市町村別の世術

の年間延ぺ利用回数（往復＝1回）の平均値と市町村の駅

までの距離との間には一定の相関が認められ、今回の対

象地域では概ね 100kmを超えるところではほぽ1回未満

と推定され、距離減衰傾向は顕著であった。

この年問延ぺ利用回数と、地域イメージアップ効果等

に対する支払意思額とで回帰分析を行うと、利用回数の

低下による地域イメージアッ プ効果等に対する支払意思

額の減哀傾向は、利用価値に対する支払慈思額の 3分の

1程度と緩やかであり、利用回数がゼロであってもある

程度の支払意思額が示され、地域イメージアップ効果等

は広く及ぶことが確認された。

このことから、地域イメージアップ効果等の集計範囲

は、駅勢圏を基本に、県単位等の範囲で設定することが

一つの方法と考えられる。しかし、一方で、その効果を

過大に見積もらないために、利用頻度の低い駅勢圏外の

市町村については渠計対象外とする、といった設定方法

も考えられる。

ここで、渠削範囲を対象路線の「駅所在市町村」及び

その周辺市町村としてね定した結果、各路線の地域イメ

ージアップ効果節に対する平均世帯あたり支払滋思額は、

秋田新幹線が平均 1,730円／年、 山形新幹線が 1,910円／年、

智頭急行が 1,380円／年となり、集計した秋田新幹線の地

域イメージアップ効果等は年問 5.3｛釦円、山形新幹線は

年1iil5.4｛怠円、智頭急行は年間 1.6他円となり、便益の

おおむね 1割を占めた。

(4)効果計測手法の一般化

新規整備路線における地域イメージアップ効果等を把

握するためには、基本的には新規整備路線の沿線地域に

おいて、新規に CVMを実施する必要がある。

しかしながら、新規整備路線において新規にアンケート

を実施することが困難な場合は、必ずしも新規整備路線

の沿線地域において新規にアンケー トを行わず、本調査

で得られた成果を新規整備路線の効果計測に活用すると

いう方法（原単位の地域移転）も考えられる。

そこで、地域イメージアップ効果等に対する支払意思

額（効果原単位）と、支払意思額に影響を与える要因と

の関係を、表 6の説明変数を取捨選択し、相関係数が高

くなるような説明変数を選定した結果、ひとつの組合せ

として次式の推計式が得られた。

表 6 説明変数の設定

アンケートで得ら
別平均世帯年収

利用頻度 平均年間延ペ アンケートで得られた市町村
利用回数 別平均年間延べ利用回数

交通利便性 幹線駅の有無 停車駅の有無（ない市町村
の現状 （なし＝1、あり＝0)1=1、ある市町村＝0)

駅までの 駅までの距離(km)市町村役場と最寄り駅との
距離 距離を地図等で計測

【推計式）

Bi= (-9,300+ l,800Xln (I) -7.9X L)  X 1-f 

Bi:市町村あたり受動的価値向上効果（地域イメージ

アップ効果等） ［円／年］

I :市町村の平均世帯年収［万円／年］

L:代表地点から駅までの距離(km]

H:世帯数

(5)新在直通運転化事業の便益計測

構築した推計式を用いて、フリーゲージトレインの導

入に向けた深度化調査の調査路線において、地域イメー

ジアップ効果等を含む便益の計測を行った。

なお、対象路線毎の世帯数の集計範囲は調査路線（在

来線側のみ）の「駅所在市町村及びその周辺市町村」と

した。ただし、路線毎の地域特性を踏まえるため、以下

の条件を追加した。

・「周辺市町村」は次の条件により設定する。

（駅所在市町村への通勤人口） ／ （A市の就業人口）が

5％以上の均合、 A市を「周辺市町村」とする。（通勤人

口は国勢調査に基づく。）

・大都市圏輸送の区間に含まれる駅（快速運転が実施さ

れている、大都市圏内輸送のための私鉄が運行している

等）までは対象外とする。但し、 FGT導入の趣旨に鑑

み、乗り入れする県の県庁所在地以遠は対象外としない。

・京阪神圏の中心である大阪府、中部圏の中心である愛

知県内の市町村は対象外とする。

．既設新幹線所在市町村の通勤圏内は対象外とする。

試群の結果、調査路線の地域イメージアップ効果等に

対する支払慈思額はひと世帯あたり 1,450~1,850円、地

域イメージアップ効果等の便益全体に対する割合はおお

むね 10~20％であることが把握できた。また、割合の高

い路線は、世帯数が多い路線であり、世術数の多い路線

ほど便益を上昇させる傾向が見られることがわかった。
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図 4 地域イメージアップ効果の全便益に対する割合

4.おわりに

本調杏では、新在直通運転化事業の評価手法として、

新幹線と在来線の乗換利便性（上下 ・水平移動）等を評

価できる需要予測モデルの構築と、社会経済効果分析手

法として、これまで定屈的に評価されていなかった地域

イメージアップ効果等を用いた評価事例を紹介した。

本調査の検討に当たり、（株） 三菱総合研究所、社会シ

ステム（株）他、ご協力いただいた方々に感謝する次第

である。
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